







































































本稿は、「はじめに」「第 1 章 予定価格算定業務の理論と論点」「第 2 章 
予定価格算定業務の概観と標準化等の困難性」「第 3 章 松下理論による業
務改善の実現性に関する検討」「第 4 章 予定価格算定業務の論点整理・結










































































































































② 予定価格算定業務に関する体系的な理論  
③ 論点（サブ・イッシュー、包括的論点）と仮説  
④ 歴史的経緯と現状分析  
⑤ 松下理論、先行研究、審議会における学識経験者の発言に対する   
  議論（掛け合い）、他の学識経験者の見解に対するレビュー  
⑥ 論点整理と論点に対する結論  








































第 1 章では、予定価格算定業務の理論と論点として、10 の基本原則に基
づく、政府調達における予定価格の算定に関する基礎理論を構築している。






















①   組織における意思決定と合意形成  
・ 閉鎖型共同体の多層化とリエゾンで形成される伝統的社会システム  
・ 近代化に伴い導入された合理的支配システム  
②   行政（職能別分業組織）における意思決定の特徴  
③   日本の職能別分業システムが業務改善を拒む理由  































































替策）としての A 案への要求事項を、④改善策（代替策）としての B 案への
要求事項を、③改善策（代替策）としての C 案への要求事項を取り上げてい
る。さらに、政策を進める上での留意事項として、①法令等への要求事項を、
②対象とする予算について、③リスクマネジメントの強化についての検討を
行った。最後に、政府調達を支える行政と企業等の目指すべき方向性と展望
として、①行政に対する国民の要求（厳しさを増す国民の目）を、②コンプ
ライアンス強化に伴う組織における活力の変化と課題を、③労働力の最大化
を阻む要因を、④行政需要・行政ニーズの質的変化と規模の拡大による業務
負荷の増大を、⑤行政に帰属する職員と行政を取り巻く環境の変化を、⑥事
業に関与するアクターの目指すべき方向性を考察している。  
むすびにかえてのところでは、政府調達における予定価格算定業務の発展
的向上、エキスパートの活躍する場の展開、人口減少が続く社会における政
府調達のあり方、今後の研究展望を論じている。  
今回の研究においては、松下理論の一部を応用し、それを処方箋として取
り上げ、その概念を予定価格算定業務という実務に当てはめた場合に、どの
ようなシステムを展開することになるのか、理論的にどういった効果が期待
できるのか、実現に向けたアクションの方向性を模索した。  
これまでの予定価格算定業務では、政府調達という市場において、経済主
体である調達機関等と企業（予定価格の算定作業の支援を請け負うコンサル
タントを含む）の 2 者によって、閉鎖的な世界の中で、計画的に事務処理を
行ってきた。そこに問題や障害があれば、合理的支配システムと伝統的社会
システムを駆使して、落としどころを探し出し、それに向かって処理を進め
てきたのである。それが社会の変容に伴い（都市型社会へ漸次移行していく
中で）、処理し切れない無理矛盾が澱のようにたまっていく。やがて、そう
した無理矛盾が顕在化すれば、問題視されるようになり、弥縫策（部分的な
改善と改良）を講じて、事態は収束に向かう。その後もこれを繰り返してい
くというものであった。 
研究の結果として、これまでの調達機関等と企業（予定価格の算定作業の
支援を請け負うコンサルタントを含む）の 2 者のみで処理されてきた予定価
格算定業務の運用態勢を見直し、これまでの閉じた世界から 2 者を解放する
形を考案した。解放するとなれば、誰かが不足する部分を補わなければなら
なくなる。 
 10 
一部の学識経験者が適正価格を算出できるとする原価計算が、決して魔法
の杖になり得ないので、積算（仕様書分析・評価と、会社見積の分析・評価）
と、積算を支えるデータや根拠となるものを準備する機能を、行政の機能と
は別の、出力に対する責任を持った独立した組織（独立行政法人）として整
備し、そこに専門家（松下のいう市民）を集めて、調達機関等と企業との間
に立って、不足する部分を補うという方法を提唱した。  
なお、この新たな機能の導入、運用にかかる経費については、本来、国民
が負担するべきもの（要求側の設計の一部）として扱っている。 
 
7 まとめ 
 
予定価格については、これまで適正な価格での契約を実現するために、必
要な役割を担ってきた。そして、調達改革を進めていこうとすれば、予定価
格算定業務に何らかの見直しが必要であるとされてきた。 
予定価格に関する学術研究については、これまで歴史分析や競争性に関す
るものが大半で、現有の制度をどうするかについての学術研究は、それほど
多くない。新しい酒は新しい革袋に盛れという中国の故事があるが、職能別
分業組織において、長く解決が図られていない実務の改善を実現するには、
実務そのものに手を入れるのではなく、実務を支えている運用基盤である制
度自体を見直さなければならないというのが、筆者にとっての研究を進める
上での公準であった。  
他方、今回の研究は、緒についたばかりであるのも事実である。書き起こ
した部分も更に敷衍していかなければならないし、更なる論証も求められる
だろう。けれども、限られた国費でもって、より高い成果を得ようとすれば、
この予定価格算定業務に何らかの手を加えなければならない。本稿における
筆者の主張に異を唱える方々を含めた関係者にとって、本稿がこれからの政
府調達における予定価格算定業務の目指すべき方向はもとより、政府調達の
あるべき姿を探る道標になることを期待して止まない。  
 
以 上 
